
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１７１０２

基盤研究(C)（一般）

2015～2013

地方都市の自律分散協調型社会の形成を促す地域ブランディング・デザイン

Scheme of Regional Branding Design for Building The Autonomously Cooperative 
Distributed Network Society among Provincial Cities

９０４３７７６５研究者番号：

都甲　康至（TOGO, YASUSHI）

九州大学・芸術工学研究科（研究院）・教授

研究期間：

２５３５００１５

平成 年 月 日現在２８   ６   ８

円     3,800,000

研究成果の概要（和文）：本研究は東京圏から離れた地方都市を対象に、それらの都市が抱える若年層の域外流出によ
る地域産業衰退問題の解決を図るために、社会デザインの地域産業政策の観点から地域ブランディング論を基盤にプロ
ジェクトマネジメント論などを組み合わせた全体論的アプローチにより文献調査と事例研究、関係者への聞き取り調査
などを通じて、地域資源を活用する化粧品産業や機能性食品産業などの新産業創出とクラスター化及び輸出促進などに
係る駆動的要素と地域産品グローカル・バリューチェーン・スキーム図を新たなデザイン実践方法として提案したもの
である。

研究成果の概要（英文）：This study aims to solve issues of provincial cities on the young generation 
population outflow and the regional industry decline, and presents the glocal value chain scheme 
including an exportation promotion of regional products, as a practical regional industry policy design 
method through a holistic approach based on mainly a regional branding theory and case studies. And it 
includes the key driven elements needed to develop a new industry that utilizes regional resources such 
as a cosmetics industry.

研究分野： 社会システムデザイン, 地域ブランディング, プロジェクトマネジメント

キーワード： 社会デザイン　地域ブランディング　地域産業政策　新産業創出　産業クラスター　輸出促進　バリュ
ーチェーン　農林水産物
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１．研究開始当初の背景 
	 多くの地方自治体は、人口減少や高齢化問
題、財政問題などを抱え、定住人口や交流人
口の増大を図る地域活性化が重要な政策課題
になっている。そのため先進的な地方自治体
は地域ブランディング活動によって地域の認
知度やイメージの向上を図り、生活者から選
ばれる地域と商品づくりを目指している。こ
れらの活動に対して政府はさまざまな施策を
講じて積極的に支援している。 
	 一方、地域ブランディング活動には次のよ
うな課題と有効性があることが、筆者らの既
往研究で明らかになっている。例えば福岡県
福津市を対象に行った食の地域ブランディン
グに関する研究では、住民の地域に対する愛
着の醸成については総じて効果があったもの
の、地域産業の発展に寄与する可能性がある
もの（加工食品、料理等）と必ずしも効果が明
確にならないもの（生鮮農水産物）がある。ま
た同市の魅力を学生の感性で再発見し、市民
の地域への愛着を醸成することを目的とした
「感性と共感のまちづくり」プロジェクトで
は、学生らが制作した数 10枚におよぶ PRポ
スターの継続的な情報発信活動は、市民の地
域への愛着を醸成させることに効果があった。 
	 佐賀県唐津市を対象にした地域の価値を高
める都市ブランド戦略に関する研究では、さ
まざまな関係者の共通目標となる「地域ブラ
ンド戦略」の策定が重要であることと、地域
ブランディングは地場産品のブランド創生、
観光地ブランドの創生、サービスブランドの
創生、そして、それらの総体としての都市イ
メージブランドをまちづくりとして一体的に
行う必要があることが分かった。また、地域
ブランディングに関する知識やノウハウ、方
法論等が点在しており、その中から当該地域
に合う最適なものを選択することは、地域ブ
ランディング活動主導する地方自治体や関係
者にとって困難な状況がある。 
	 これらの研究成果から従来のような個々の
研究の積み重ねでは、自治体が抱える地域の
問題を根本的かつ早期に解決するには限界が
あり革新的な発想転換が必要と考えた。そし
て、地域活性化の関係者が主体的（自律的）に
活動し、関連都市間との連携活動を円滑に進
めることができるようになるためのツールと
して、地域ブランディング活動全体を構造的
に可視化できる概念図の提供と、個別の地域
ブランディング・プロジェクトを推進するた
めに参考となるデザイン実践ツールを提供す
ることが重要と考え、他者との関係を多角的
に考察し、あるべき姿を創造するデザインの
特性とその応用に着目した。 
 
２．研究の目的 
	 本研究の主要課題として地方都市の若年層
（15 歳から 29 歳）の東京圏への流出問題に
着目した。この背景には 1990年代半ばから一
向に改善の兆しが見えない東京一極集中問題
があり、近年では年間約 10万人の若年層が地

方都市から東京圏へ流出している。この人口
流出問題は地域産業の後継者不足や中小製造
業の人材不足を引き起こし結果として産業衰
退や財政問題などに大きな影響を与えている。 
	 次に研究対象地域として大消費地の東京圏
から遠い地方都市とした。これは同じ地方都
市でも比較的東京圏に近い地方都市と九州の
地方都市では地域特性や産業特性などが異な
るからである。 
	 そして本研究の地域ブランディングの対象
分野を社会デザインの地域産業政策分野とし、
特に農林水産業を基盤に若年層に魅力ある新
産業の創出とその集積化に焦点を当てた。そ
の背景には九州の農林水産業は、全国の出荷
額の約２割を占める主要産業で他の地方都市
にはない特性を有していることと、単に地域
の認知度やイメージを上げるための情報発信
や特産品開発、観光事業を主体とする従来の
地域ブランディングでは地方都市の根本的な
問題を解決できないと考えたからである。 
	 そこで本研究の地域ブランディングを「地
域産業政策に係る活動で、首都圏から離れた
地方都市が抱える若年層の域外流出問題や雇
用問題などの克服を目的に、地方自治体と域
内外の関係団体との協働体制により、地域資
源を活用した競争優位性と若年層に魅力ある
新産業の創出と、そのクラスター化による継
続的発展を通じて地域のブランド価値を高め、
かつ地域の産業力強化を図る多面的な活動。」
と再定義した。 
	 そして本研究の目的を、地域ブランディン
グ活動を主導する地方自治体や関係団体など
が社会デザインとしての地域産業政策をデザ
イン（地域ブランディング・デザイン）する際
のガイドラインとして有効な概念図と、新産
業創出とそのクラスター化をデザインする上
で重要と思われる駆動的要素を導出し、提示
することとした。そして特に、農林水産資源
の活用と若年層に魅力ある新産業の創出に留
意した。 
 
３．研究の方法 
	 研究開始直後の 2013 年 4 月、佐賀県唐津市
がフランスのシャルトル市に拠点を置く化粧
品産業クラスターの推進機関「Cosmetic Valley
（コスメティックバレー）」と協力連携協定を
締結し、同年 11 月 11 日に「唐津コスメティ
ック構想」が発表され、その推進機関として
「ジャパン・コスメティックセンター（以下、
JCC）」が設立された。この構想は、地産の農
林水産資源を原料とした化粧品産業を新産業
として、産学官連携・国際都市間連携などを
通じて創出を目指すものである。また化粧品
産業は若年層にも魅力的な産業で、アンチエ
ージングの観点から高齢者にも関係する幅広
い生活基盤産業であり、本研究の目的とも合
致することから化粧品産業（機能性食品産業
含む）に焦点を当てることにした。 
	 なお化粧品については「医薬品、医療機器
等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す



 

 

る法律（略称：医薬品医療機器等法、旧薬事
法：平成 26年 11月 25日改正）」の第 2条第
3項から「人の体を清潔にし、美化し、魅力を
まし、容貌を変え、また皮膚もしくは毛髪を
すこやかに保つために、 体に塗布・散布、そ
の他類似する方法で使用されることが目的と
されているもの。以下略」と定義されている。
また生活者の使用目的や使用部位等によって、
スキンケア化粧品、メイクアップ化粧品、ボ
ディ化粧品、ヘアケア化粧品、ネイル化粧品、
香水、オーラルケア製品、サプリメントなど
に大別されるが本研究では天然由来の材料で
作られる自然スキンケア化粧品を対象にした。 
	 研究の方法の第１段階は、文献調査と筆者
の経験から「地域ブランディング・デザイン
基本モデル」と「地域資源発掘プロセス」を仮
説として作成し、それを元に唐津ブランド確
立推進協議会の委員や JCCの事務局員などに
対して聞き取り調査を行い、仮説の有効性と
適用条件などについて考察した。 
	 第２段階は、第１段階から得られた知見と
文献調査から、地域産品の生産・製造・流通・
販売などの一連のプロセスを概念化した「地
域産品生産・流通等基本プロセス図」と「地域
産業活性化プログラム・マネジメントスキー
ム」を仮説として作成し、唐津ブランド確立
推進協議会の委員や JCCの事務局員などに対
して聞き取り調査を行うとともに、国際学会
での発表を通じて、これらの有効性と適用条
件などについて考察を行った。 
	 第３段階は、事例研究（フランスのコスメ
ティックバレーと韓国の済州島）を通じて、
新産業としての化粧品産業の創出・発展に寄
与する駆動的要素の導出と、地域産品の輸出
促進課題を導出するために福岡市内の農林水
産物・食品の輸出関連団体に対して聞き取り
調査を行い、それらの調査から得られた駆動
的要素などの有効性と適用条件などについて
考察を行った。 
 
４．研究成果	
(1)化粧品産業の市場動向と産業特性	
	 世界の化粧品・美容市場は米国の調査会社
によると、今後 5 年間にわたり年平均 3.7％
のペースで拡大し、2020 年には約 50 兆円に
達すると予測されている。製品別では市場全
体の約６割を占めるスキンケアやサンケア、
ヘアケア製品がアジア諸国の需要増に伴い市
場の成長を牽引している。一方国内の化粧品
会社の総売上高は約２兆円で、ほぼ横ばいの
状況が続いている。しかし製品別シェアの約
５割を占めるスキンケア化粧品の売り上げは
増加を続けており、特に農水産物を原料とす
る自然派スキンケア化粧品の需要は、国内は
もとよりアジア市場で拡大している。	
	 この成長するアジアの化粧品市場に早くか
ら注目していたのが世界最大の化粧品産業ク
ラスターを擁するフランスのコスメティック
バレー（会員約 500社）で、2000年ごろから
アジア地域での自然派化粧品の原料栽培と原

料製造、製品生産と輸出拠点を探していた。
その結果、2012年 1月に佐賀県唐津市を選択
し、翌年 4 月に唐津市と協力連携協定を締結
した。 
	 一方韓国も 2002 年から国策としてバイオ
産業の育成を開始し、その一分野として化粧
品産業クラスターをフランスのコスメティッ
クバレーをモデルに国内各地に構築し始めた。
その中で済州島の化粧品産業の成長が著しく、
例えば 2003 年の済州島には化粧品販売会社
が１社しかなかったが、2015年には約 100社
の化粧品会社が進出あるいは起業するに至っ
た。そのうち約３割は原料製造や商品生産の
工場を有している。 
	 化粧品産業の特徴は約８割が中小企業で構
成されている。中小企業（農業従事者含む）に
は次のようなさまざまな業種があり、これら
の企業がそれぞれの機能を分担する水平分業
の開発・生産体制を構築している。 
・	農林水産物や薬草などの原料栽培農家	
・	農林水産物や薬草などから油成分や粉末成
分を抽出する原料製造会社	

・	化粧品に用いる精製水などの製造会社	
・	化粧品に不可欠な防腐剤や殺菌剤、紫外線
吸収剤、酸化防止剤、界面活性剤などの原
料製造会社	

・	大手メーカーの処方に基づいて複数の原材
を調合して最終製品を製造する OEM会社	

・	最終製品の容器詰めやラベル貼り箱詰めな
ど、商品としての化粧品を完成させる会社	

・	完成商品を卸売業・小売業へ運ぶ物流会社	
・	化粧品容器やラベルなどのデザイン会社	
・	化粧品の容器などを製造する会社	
・	化粧品の広告や販促ツールなどをデザイン
する広告会社	

・	広告や販促ツールを製造する印刷会社	
・	化粧品の製造設備を製造・保守する会社	
・	化粧品の成分分析や安全性などを評価する
検査会社	

・	農林水産物や薬草などに含まれる化粧品と
しての有効成分を検査する会社および機関	

・	化粧品販売会社	
・	化粧品産業の専門家を育成する会社	
・	化粧品市場や消費者ニーズなどを調査する
マーケティング・リサーチ会社	

	 これらの会社は食品産業と親和性が高く、
すでに多くの業種が地方都市に立地している。
そのため化粧品産業集積構想のような将来ビ
ジョンを地方自治体が提示し、産官学連携や
都市間連携などで事業を主導することができ
れば産業クラスターを形成することが可能と
思われる。	
	
(2)新産業の創出・発展を促す駆動的要素	
	 新産業を創出し発展させるためには、単に
地方自治体がプロジェクトを主導するだけで
は難しく、企業活動のように成長の契機とな
る何らかの外的要素と内的要素が存在すると
考えた。なお外的要素とは域内の組織による
活動だけでは目標を達成することが困難な要



 

 

素で域外他者による支援が必要な要素のこと
で、内的要素とは域内の組織による活動で目
標を達成することが可能な要素と定義した。	
	 そして、それらの要素を探るために化粧品
産業クラスターの先進事例としてフランスの
コスメティックバレー（以下、フランス CV）
と韓国の済州島を選定し、事例研究を行った。
事例研究に当たっては文献調査と現地視察を
行うとともに関係者に対して聞き取り調査を
行った。	
	 フランス CV の場合、1970 年代に政府が地
方分権化政策を通じて、パリ近郊に立地して
いた化粧品会社をパリ郊外（シャルトル市な
ど）への移転を促進し、大手企業（ゲラン社、
LVMH 社など）とその関連会社が次々と移転
した。そして 1994 年にゲラン社を中心とする
20社がフランスで初めて化粧品関連産業団体
（コスメティックバレー）を組織し、その後
2000年ごろに化粧品の原料から最終商品の生
産に至るまでの域内生産システム（SPL: 
Provincial Production System）を確立した。そし
て、2005 年に政府の産業クラスターとして認
定され、フランス CV の領域が九州ほどの領域
まで拡大された。現在の会員企業は約 500 社
で７万人の雇用を創出し、８大学と 200 の研
究機関に 8,200 人もの研究者を擁し、産官学
連携による幾つもの研究開発プロジェクトが
進められている。	
	 韓国の済州島の場合、1970 年代後半に韓国
の大手化粧品会社のアモーレパシフィックが
済州島の無公害の天然資源に注目して、茶の
生産を始めたのが最初で、その後 2002 年に韓
国政府と済州特別自治州によって、化粧品産
業の基盤となるバイオテクノロジー産業の育
成を目的に「済州バイオサイエンスパーク（ク
ラスター）」事業が開始された。そして同年に
済州島がユネスコの世界生物圏保護区に指定
された。2006 年に政府は高度の自治権を済州
島に与える地方分権化政策を英断し、韓国で
唯一初めての特別自治州が誕生した。これに
よりビザの自由化などの各種政策を特別自治
州が独自で推進することが可能になり、済州
島の外国人観光客が急増した。そして 2011 年
に政府の大規模な支援によって、生物資源の
産業化支援センターと済州バイオ産業センタ
ーが、政府の済州テクノパーク（推進機関）の
管轄で設立され、多くの化粧品関連企業が化
粧品原料の栽培と製造及び消費市場としての
多数のインバウンド観光客の獲得を目的に、
済州島に進出するようになった。そして済州
テクノパークは済州特別自治州や大学などと
連携して、進出企業に対してさまざまな研究
開発や起業支援活動を行っている。	
	 これらの事例研究の結果、次のような新産
業創出と発展に寄与すると思われる駆動的要
素を導出することができた。なお調査分析に
当たっては、マーケティングの産業ライフサ
イクルを参考に、新産業創出段階（I）、初期成
長段階(II)、成長段階（III）に区分して、各段
階における駆動的要素を整理した。 

＜新産業創出・発展の駆動的要素＞	
①外的要素	
・政府による大胆な地方分権化政策(I)	
・観光客などの大規模な消費市場(I , II)	
・政府と地方自治体の大規模な支援(II)	
・生物資源の域外流出を防ぐ保護政策(II)	
・研究開発＆インキュベーション機能（II）	
②内的要素	
・自治体主導のグローカル戦略の策定（I）	
・産学官連携による推進機関の設立（I）	
・産学官連携による研究開発事業の推進(II)	
・産業集積を牽引する大企業の誘致(II)	
・域内生産システムの確立(II)	
・グローカル・バリューチェーンの構築（III）	
・新産業を体感するシンボル施設（III）	
	 なお化粧品産業を創出する場合、汚染され
ていない豊富な水資源と農林水産物などの地
域資源が必要不可欠であることも再確認でき
た。また自然化粧品を欧州などに輸出するた
めには我が国においてオーガニック認証制度
と動物実験代替法の早期確立ならびに専門人
材の育成が急務であることも明らかになった。
加えてフランス CV の場合も韓国の済州島の
場合も新産業の創出から成長に至るまで約10
年の月日を要することもわかった。	
	
(3)駆動的要素の JCCへの適用	
	 事例研究を通じて得られた「新産業創出・
発展の駆動的要素」を、佐賀県と唐津市、玄海
町などの地方自治体と JCC が、2013 年 11 月
から進めている化粧品産業集積構想に適用し、
地方都市が化粧品産業を創出し発展させるた
めの課題について考察した。	
	 JCC は現在、約 150 の会員企業と８大学な
らびに商工会議所など 17 の支援会員で構成
されている。また JCCは、2015 年 4 月に一般
社団法人化され、現在(1)国際取引の拡大、(2)
地域資源の活用、(3)コスメ環境の整備、(4)
関連産業の集積など四つのプロジェクトを推
進している。さらに JCCはフランス CVに続
きイタリアとスペインの化粧品産業団体とも
同年に連携協定を締結し、海外企業の受託生
産や企業誘致活動を行っている。しかしなが
ら、本格的な活動はまだ数年で産業ライフサ
イクル上ではまだ新産業創出段階にある。	
	 今後 JCCが次の成長段階に移行するために
は、外的要素としては早期に政府の大規模な
支援を獲得しインベーションセンター機能を
確立することと、内的要素としては産業集積
を牽引する大企業の誘致が鍵になると思われ
る。また佐賀県などは外国人観光客の急増が
難しいことから、ターゲットをアジア市場と
し、そのための輸出促進スキームを既存の農
水産物・食品を基盤に構築することと、10 年
の長期的視点にわたる戦略の策定が望まれる。	
	
(4)地域産品の輸出促進に係る課題	
	 地域産品の輸出促進課題を導出するために
福岡市内の農林水産物・食品の輸出関連団体
に対して聞き取り調査を行った。その結果、



 

 

次のような課題を導出することができたが、
これらの解決策の研究が今後必要になる。 
・	生産者が儲かる仕組みづくり	
・	輸出相手国別の法規制に対応した栽培・製
造方法の確立	

・	農林水産物等の生産から消費までの鮮度
保持管理技術の確立	

・	輸出相手国の販路と取引先の選定方法	
・	輸出相手国の文化・ニーズなどのマーケテ
ィング情報の収集方法	

・	商品の輸出だけでなく日本の食文化を輸
出相手国に伝える情報発信方法	

・	地方都市での輸出関連情報の共有方法	
	
(5)地域産品グローカル・バリューチェーン	
	 本研究の成果として、地域ブランディング
活動を主導する地方自治体や関係団体などが
地域産業政策をデザインする際のガイドライ
ンとして参考になる「地域産品グローカル・
バリューチェーン概念図」を図１に示す。	
	 この図はグローカル理念を基盤に、地方都
市で栽培・収穫される農林水産物とそれらを
原料として製造される加工食品・機能性食品・
自然化粧品などの生産から流通・輸出・販売
に至るまでのプロセスと、新産業創出とその
クラスター化をデザインする上で重要な駆動
的要素（新産業創出・発展の駆動的要素）を表
している。特に東京圏から離れた地方都市の
場合、東京近郊の都市と比べて地理的条件が
不利なことと国内市場は競争が激しいため、
海外市場をターゲットにした地域産業政策デ
ザインを行うべきであることを示唆している。	
	 地方創生の方法論の一つとして、社会デザ
インに係る関係者に資することを期待する。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

図 1 地域産品グローカル・バリューチェーン概念図 
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